ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｎｏｚｅｉ．ｃｏｍ　　　　　


　緊急 消費税概略セミナー　

　　　　　　――　１２項目研修　徹底レジュメ　――

下の時計で、夕方の４時、５時。それに、宴会の始まる７時頃と、２次会の１０時、そろそろ終電のなくなる１１時当たりが、ポイントでしょうね。

　　　　　　　　　　　　　　

　　　 免税は、売上高１０百万円以下（税込み）

 　　　毎月納付――前年税額60百万円から

　　　　                            １２
対策で適用開始は11ヶ月後　１１　　　　　　　　１　　前年税額60万円以下は年１回納付

売上10百万円以上は課税 １０　  　　　　　　    ２ 　２ヶ月以内申告

総額表示の影響△0.9% 　９　　  　　　　　　　　 　３　個人は３ヶ月判定

小売のみなし原価率80%　８ 　　 　　　　 　   　４　　来年４月１日から

帳簿･請求書の保存期間７年　７　  　　 　 　　５　 消費税等の税率５％

　　　　　　　　　　　　６　　　　　　　　

申告期限の延長６ヶ月（県、市町村）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５ヶ月（国）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３ヶ月（地方公営企業）

(追加)

　　４　　　年４回納付は前年税額500万円から  

５　　　簡易課税の適用金額の引き下げによる、強制移行社割合５割

７　　　地方消費税32兆円に占める消費税割合は、7.5％で2兆４千億円

１０　　資本金10百万円以上になると課税業者になる（２年間）

	
	時計文字
	追加説明等

	０
	
	前々年の課税売上10百万円未満なら、当期は免税（税込み）



	1
	年１回納付（確定申告時のみ）：

前年の消費税額が60万円以下の場合


	

	2
	申告期限は2ヶ月以内（延長不可）

年２回納付（半年毎）：

60万円超～500万円（前年の消費税額）の場合

申請書や届出書は2年間変更不可


	国税44兆円に占める消費税は２割　

　

消費税年２回納付は、

売上高24,000,000円超

（みなし仕入率50％）

　期限をつけても、国に益なく国民に不利、税務当局は「してやったり」

	3
	３ヶ月判定：

　　帳簿記録のない個人は、３ヶ月間で判定（15年10月～12月）


	地方公営企業（水道公社など）は３ヶ月まで申告期限の延長可



	4
	改正消費税は来年4月1日から適用

法人はー―16年4月1日以降開始する新事業年度から

個人はーー17年1月1日から

年４回納付（３ヶ月毎）：

前年の消費税額が500万円超～6000万円未満の場合


	適用初年度の課税事業者判定ﾙｰﾙ

（基準期間の判定）

3月決算の法人は、

15年  3月期決算で

個人は、15年12月の決算で

消費税年４回納付は、
売上高200,000,000円以上
（みなし仕入率50％）

	5
	消費税は5％（地方消費税込み）

諸外国における付加価値税率はおおむね20%前後（16～25%）。

　　英国18%なるも生活費等非課税ゆえ、負担感は実質５％とか

簡易課税制度の適用上限は、税抜き売上高50,000,000円以下に引き下げ（従来200,000,000円以下）
	国は5ヶ月まで申告期限の延長可

現行、簡易課税採用数103万

来年４月の適用上限の引き下げによる本則課税への強制移行数は、個人8万人強、法人48万千社強。　

強制移行割合は５割の激変

最終的には、簡易課税事業者比率は、全課税業者の３割となる。

	
	時計文字
	追加説明等

	6
	県、市町村は、６ヶ月まで申告期限の延長可


	

	7
	７年間の保存義務ルール

仕入れ税額控除の帳簿や請求書

帳簿の記帳ルールは、請求書内容をそっくり転記すること。

できなければ、仕入税額控除の恩典なし。はっきり言って、悪法。


	改正消費税により課税業者数割合は７割に上昇（従来４割）

従来の「課税事業者以外の割合６割」の占める金額割合はたった2.5% 相当。　今回の消費税改正の理由はこれだ。

	8
	小売業者の見なし仕入率80%


	各事業のみなし入率は４頁目を

	9
	総額表示の不利益影響は、0.9%

消費税

(99+4=103)x100=10,300・・400

10,300ｘ(5÷105)＝490・・ 490
本体代１万円の0.9%相当・・△90

	益税は、0.9%

売買差益30% ｘ 消費税率５%  

ｘ（１－法人税率40%）＝ 0.9%　　　　　　　　　　 
たった0.9%の益税を理由に、今回の消費税改正を実施した

	10
	資本金10百万円以上になると、

課税業者（当初２年間）


	売上高は10百万円以上（税込み）は、課税。（従来30百万円以上）

法人90万社、個人50万人が新たに課税業者に追加



	11
	対策をうまく施すと、改正消費税の適用は、最大11ヶ月の繰延可


	ご用は http://www.nozei.com


	12
	年12回納付は、前年の消費税額が6000万円超の場合
	消費税12回（毎月）納付は、

売上高2,400,000,000円超

（みなし仕入率50％）



	総

計
	総額表示の義務づけがスタート

「表示を総額で」とは

1. 商品選択時（値札など）の表示を言う。

2. 代金決済時（レシートなど）の表示ではない。
	「総額表示」と「税込価格」は同意

総額表示義務の範囲外の例

1. 「○円引き」

2. 希望小売価格

3. 事業者間取引価格

「消費税額を店頭表示価格の中に埋没させるのが狙い」との不満あり


本則課税方式の消費税額 ＝（ 利益＋人件費＋減価償却費 ）ｘ５％

	
	簡易課税方式　売上高別 消費税額 一覧　　
	

	
	　
	主な業種

課税売上高
	生活関連の各サービス、警備、不動産、タクシー、

エステ、理美容
	飲食業
	製造、建設農業
	小売業
	卸売業

	
	　
	6,000,000
	150,000
	120,000
	90,000
	60,000
	30,000

	
	　
	8,000,000
	200,000
	160,000
	120,000
	80,000
	40,000

	
	　
	10,000,000
	250,000
	200,000
	150,000
	100,000
	50,000

	
	　
	12,000,000
	300,000
	240,000
	180,000
	120,000
	60,000

	
	　
	14,000,000
	350,000
	280,000
	210,000
	140,000
	70,000

	
	　
	16,000,000
	400,000
	320,000
	240,000
	160,000
	80,000

	
	　
	18,000,000
	450,000
	360,000
	270,000
	180,000
	90,000

	
	　
	20,000,000
	500,000
	400,000
	300,000
	200,000
	100,000

	
	　
	22,000,000
	550,000
	440,000
	330,000
	220,000
	110,000

	
	　
	24,000,000
	600,000
	480,000
	360,000
	240,000
	120,000

	
	　
	26,000,000
	650,000
	520,000
	390,000
	260,000
	130,000

	
	　
	28,000,000
	700,000
	560,000
	420,000
	280,000
	140,000

	
	　
	30,000,000
	750,000
	600,000
	450,000
	300,000
	150,000

	
	　
	32,000,000
	800,000
	640,000
	480,000
	320,000
	160,000

	
	　
	34,000,000
	850,000
	680,000
	510,000
	340,000
	170,000

	
	　
	36,000,000
	900,000
	720,000
	540,000
	360,000
	180,000

	
	　
	38,000,000
	950,000
	760,000
	570,000
	380,000
	190,000

	
	　
	40,000,000
	1,000,000
	800,000
	600,000
	400,000
	200,000

	
	　
	42,000,000
	1,050,000
	840,000
	630,000
	420,000
	210,000

	
	　
	44,000,000
	1,100,000
	880,000
	660,000
	440,000
	220,000

	
	　
	46,000,000
	1,150,000
	920,000
	690,000
	460,000
	230,000

	
	　
	48,000,000
	1,200,000
	960,000
	720,000
	480,000
	240,000

	
	　
	50,000,000
	1,250,000
	1,000,000
	750,000
	500,000
	250,000

	
	みなし仕入率
	５０％
	６０％
	７０％
	８０％
	９０％

	
	税務署の区分名
	第５種事業
	第４種
	第３種
	第２種
	第１種

	
	
	仮定：単一業種区分
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